
  

昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-1   男女別就業者数の変動要因

昭和50年以降の男女別就業者数の増減を,鉱工業生産指数と第3次産業活動指数によって説明する回帰式
を推計し,この式を用いて男女別の就業者数の増減について要因分解を行った。
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-1   男女別就業者数の変動要因
(1)   式の推計および変数の説明

(男子)

YM=2919.94+2.998IIP+0.455ITA

(60.2) (5.3) (0.5)

R-=0.968 S=12.92 DW=0.947

(女子)

YF=1183.68+0.968IIP+6.764ITA

(26.2) (1.8) (7.4)

R-=0.987 S=12.03 DW=1.523

計測期間 昭和50年1-3月～56年7-9月(27期間)

YM:男子就業者数

YF:女子就業者数

IIP:鉱工業生産指数

ITA:第3次産業活動指数

データはすべて季節調整値

資料出所総理府統計局「労働力調査」

通商産業省「鉱工業生産指数」,「第3次産業活動指数」
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-1   男女別就業者数の変動要因
(2)   男女別就業者増減の要因分解

(1)で推計した回帰式を用いて,男女別の就業者の増減を鉱工業生産と第3次産業活動の変動の2要因に分解
すると,男子の場合は鉱工業生産の,女子の場合は第3次産業の動向の影響をより強く受けている(第1表)。

第1表 就業者数増減の要因分解
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-2   労働者構成の変化の所定内給与上昇率に与える影響(試算)

昭和56年の賃金動向の中で,春闘賃上げ率と「毎月勤労統計調査」に現れる所定内給与上昇率との間に差
がみられたことが注目された。これは,本文でも述べたように,もともと調査対象の違いなどから厳密な比
較は困難なものであるが,56年に賃上げ率に比べ所定内給与上昇率が低くなったことの要因には,新規学卒
者の採用増やパートタイム労働者の増加等の労働者構成の変化があったことも考えられる。以下は,こう
した労働者構成の変化が,所定内給与上昇率にどの程度影響するかについての試算である。
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-2   労働者構成の変化の所定内給与上昇率に与える影響(試算)
(1)   新規学卒者の採用増加が所定内給与上昇率に与える影響

新規学卒者の採用は55年,56年と製造業を中心に大幅に増加し,全労働者に占める新規学卒者の比率は上昇
した(第2表)。また,新規学卒者の初任給上昇率は,最近数年間は賃上げ率よりも低くなっている(第3表)。
この両者の効果により,新規学卒者の採用増加は全労働者平均の賃金上昇率を低くしており,この効果を試
算すると,新規学卒者の採用が大きく増加した大規模事業所で約0.4ポイントとその影響が大きい(第1
表)。
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-2   労働者構成の変化の所定内給与上昇率に与える影響(試算)
(2)   パートタイム労働者の増加が所定内給与上昇率に及ぼす影響

パートタイム労働者の増加も新規学卒者の採用増加と同様に,全労働者平均の所定内給与上昇率に影響を
及ぼす。その試算結果は第4表のとおりであり,新規学卒者とは逆に,小規模事業所ほどその影響が大き
い。

第1表 新規学卒者採用増加による所定内給与上昇率への影響

昭和56年 労働経済の分析



第2表 産業別規模別の採用率

昭和56年 労働経済の分析



第3表 新規学卒者の初任給上昇率
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第4表 パートタイム労働者の増加が所定内給与上昇率に与える影響
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-3   小規模事業所における賃金上昇率と規模間利益格差との関係

小規模事業所の賃金上昇率を,大規模事業所の賃金上昇率と規模間の利益格差によって説明する回帰式を
推計し,その要因分解を行った。
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-3   小規模事業所における賃金上昇率と規模間利益格差との関係
(1)   式の推計および変数の説明

YT=-2.206+0.881XT1+0.042XT2

(-1.1) (6.8) (1.1)

R-=0.971 S=1.72 DW=2.53

計測期間 昭和46～55年度(10期間)

YT:調査産業計5～29人規模の現金給与総額上昇率

XT1:調査産業計500人以上規模の現金給与総額上昇率

XT2:規模間利益格差指数

=資本金10億円以上企業の経常利益率/資本金1千万円未満企業の経常利益率

資料出所 労働省「毎月勤労統計調査」

大蔵省「法人企業統計年報」
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-3   小規模事業所における賃金上昇率と規模間利益格差との関係
(2)   賃金上昇率の要因分解

(1)による推計式を用いた要因分解は第1表のとおりである。

第1表 小規模事業所の賃金上昇率の要因分解
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-4   卸売物価の変動要因

卸売物価指数の変動を,原材料コスト,賃金コスト,製品需給の3変数によって説明する回帰式を推計し,この
式を用いて卸売物価変動の要因分解を行った。
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-4   卸売物価の変動要因
(1)   式の推計および変数の説明

卸売物価指数=19.011+0.377(輸入物価指数(生産財))

(9.90) (20.81)

+0.554(賃金コスト指数)+0.103(需給判断DI)

(14.10) (6.48)

R-=0.994 S=2.676 DW=0.48

計測期間 昭和45年1-3月～56年10-12月(48期間)

賃金コスト指数:名目賃金指数×常用雇用指数/生産指数,ともに季節

調整値。

需給判断DI:主要企業,全産業に関するもの。

資料出所 労働省「毎月勤労統計調査」

通商産業省「通産統計」

日本銀行「卸売物価指数」,「主要企業短期経済観測調査」
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-4   卸売物価の変動要因
(2)   卸売物価変動の要因分解

(1)で推計した回帰式を用いて,原材料コスト,賃金コスト,製品需給の変動が卸売物価指数の変動に与えた
効果を計測すると,56年においては,原材料コストが年央にわずかながら寄与度を高めたがその程度は小さ
く,賃金コスト,需給要因とも落ち着いた動きを示した(第1表)。

第1表 卸売物価変動の要因分解
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
1-5   主要国における1982年春を中心とする賃金交渉の結果

1-5 主要国における1982年春を中心とする賃金交渉の結果
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
2-1   大卒者等の就業分野と失業率の変化
(1)   アメリカにおけるカレッジ修了者の就業分野の変化

アメリカでは1970年以降,経済成長率の鈍化,第1次石油危機による景気後退等の影響がカレッジ修了者の
労働市場にも及び,カレッジ修了者の代替雇用(ハイスクール修了者等が就業していた分野にカレッジ修了
者が雇知されること)の増加,カレッジ修了者の失業者の増加,ハイスクール修了者との賃金格差の縮小がみ
られるようになった。以下は,それらの状況について分析している論文および資料の要約である。
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
2-1   大卒者等の就業分野と失業率の変化
(1)   アメリカにおけるカレッジ修了者の就業分野の変化
1)   大卒者の職業の見通し

アメリカ労働省"Occupational Outlook for college graduates, 1978-79 Edition" -IV. Tomorrow's Jobs for
college graduates- Occupational Outlook college graduatesは,カレッジを卒業する者に対する職業選択
のためのガイドブックである。"その内容は80年年央までのカレッジ卒業生の需給の見通し,職務の内容,
就業場所,入職時の学歴,資格,賃金,労働条件などの情報で構成されている。

ここではカレッジ卒業生の就業分野の変化と職業の見通しについて紹介しておこう。アメリカでは62～
69年の間にカレッジを卒業した者は約400万人であったが69～76年の間では2倍の800万人に増加した。
この間にカレッジを卒業した者の職業別就職状況をみると,専門的,技術的職業へ就職した者の割合は73%
から46%へ低下し,管理的職業は17%から19%へ,販売従事者は3%から8%へ,事務従事者,ブルーカラー
ワーカー,サービス職業従事者,農業作業者は6%から25%へと上昇している。

76～80年の間に約1,040万人のカレッジ卒業生が予想されるが,このうちカレッジ卒業生が伝統的に就職
していた分野に就業可能な者は770万人で,全体の約4分の3程度と推定されている。

カレッジ卒業生の職業の見通しにおいては,カレッジ卒業生以外の者が就職していた高賃金の仕事につく
ことが予想される。しかレ,専門的季技術的職業以外の事務,販売,ブルーカラーなどの職業についたカレッ
ジ卒業生についても昇進することが見込まれ,なかでも事務従事者となったカレッジ卒業生な工管理者と
なることが予想される。また,今後とも有望な職業としては,会計士,銀行員,コンピュータプログラマー,エ
ンジニア,医師があげられている。

第1表 4年以上のカレッジ修了者の職業構造
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
2-1   大卒者等の就業分野と失業率の変化
(1)   アメリカにおけるカレッジ修了者の就業分野の変化
2)   大学教育を受けた者の就業機会

アメリカ労働省6MonthlyLabo「Review,June1978"―〇ccupat10na1
0ppo「tunityfo「c011egeedu.catedwo「ke「s,1950-75-アメリカでは教員の雇用機会が従来ほど増加し
なかつたことなどもあって,カレッジ卒業生の過剰問題が厳しいものとなり,パートカレッジ修了者(カレッ
ジに4年未満通学した者)との競合が生じた。

カレッジ卒業生のついた職業を第2表により仕事の質(qua11ty)と賃金によって分類してみると,50～60年
代にカレッジを卒業した者より70年代に卒業した者の方がより賃金の低い職業についている者の割合が
高い。例えば,50～70年の間ではカレッジを卒業した男子の70%が高賃金の仕事についていたが,70～75
年では60%に低下した(第3表)。このうち教員の割合は20%から10%に低下し,とくに20～24歳層では70
年の26%から75年には13%に半減した。パートカレッジの修了者についてみると,専門的,技術的職業,管
理的職業への就職機会は,50～70年の20%から70～75年には15%以下に低下した。とくに女子では,4年以
上のカレッジ修了者が事務従事者となったため,パートカレッジ修了者の事務従事者の割合が低下してい
る。

高賃金の職業の創出の状況についてみると,70～75年の間にカレッジ卒業生が420万人増加したのに対し,
高賃金の職業への就職機会は310万人増加したのみであった。このうち約85%は70年には存在しなかつた
職業であり,残りの15%は死亡または退職によるものであった。パートカレッジ修了者の職業の創出は少
なく,高年齢者との代替による方が多かつた。

今後(75～85年)については,新規に卒業する者が少なくとも70～75年と同率で増加するにもかかわらず,高
賃金の職業の増加率は鈍化するものと予想される。過去数年間の傾向からみると,男子のカレッジ卒業生
については,多くは高賃金の職業につくことが可能であるが,その割合は低下するであろう。

パートカレッジ修了者については高賃金の仕事に就職する者は増加せず,男子のパートカレッジ修了者は
ブルーカラー的職業につく者が増加することが予想される。

教員の就職機会の減少は,カレッジの教育を受けた女子に大きな影響を及ぼすことになろう。カレッジ卒
業の女子の多くは専門的,技術的職業,管理的職業に就職するであろうが,教員の就職機会を補うほどではな
い。パートカレッジ修了の女子はカレッジ卒業の女子と競合するため事務的職業につくことがますます
困難となり,ブルーカラー的職業につくことになろう。

しかし,カレッジ卒業生は,以前のように高賃金の仕事に就職する機会が少なくなっているにもかかわらず,
カレッジ卒業生の失業率はハイスクール卒業生の失業率に比較して低いことなど,低位の学歴層に比較し
てまだ優位々こある。カレッジに通学したものの卒業していない者についての予測は難しい,が,ハイス
クール卒よりも優位である可能性はあるものの,その優位性は将来は少なくなるであろう。

第2表 仕事の質と1975年の年間収入による職業の分類
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第3表 就職時の年齢階級別入職状況
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第4表 就職時の年齢階級別入職状況
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第5表 大学卒業者の不完全就業率
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
2-1   大卒者等の就業分野と失業率の変化
(2)   アメリカにおけるカレッジ修了者とハイスクール修了者との賃金格差

カレッジ修了または卒業(教育年数13年以上)の者とハイスクールの卒業生(同12年)との賃金格差をみる
と,前者の賃金上昇率が後者に比較して低かつたため,両者間の賃金格差は縮小している。カレッジ卒業生
の賃金上昇率の鈍化は,会計士,弁護士,教員,技術者のような職業への就職希望が増加したことや,従来はカ
レッジ卒業生が就職しなかつた低賃金の職業に就職する者が増加したためである。

なお年齢階級別にみた賃金格差(25～29歳=100)をみると,カレッジ卒業生の男子については年齢が高くな
るにつれて賃金が高くなる傾向がみられるが,女子についてはその傾向は男子ほどではない。またハイス
クール以下の卒業生については,年齢に伴って上昇する傾向はあまり強くない。

第6表 教育年数別所得格差の推移
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第7表 年齢階級別賃金格差
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
2-1   大卒者等の就業分野と失業率の変化
(3)   大卒者等の失業者の増加

各国とも1970年代に入ると,大卒者等の失業が目立つようになった。しかし,大卒者等の失業率は上昇して
いるものの,低学歴層に比較してまだ低い。以下の表は,各国の大卒者等の失業率をあげたものである。

第8表 学歴別年齢階級別失業率

第9表 学歴別年齢階級別推計失業率
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第10表 大卒無業者の割合の推移印本男子)
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第11表 学歴および年齢階級別失業率
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第12表 大学卒業生に占める失業者の割合
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昭和56年労働経済の分析 参考資料
2-2   大卒者等の新しい就業分野―情報処理技術者について―

昭和40年代における職業別就業者数の伸びをみると,コンピュータ関係の職業(情報処理技術者,電算機操
作員,せん孔機等操作員)が高い伸びを示した。なかでも情報処理技術者は,45年から50年にかけて約1.8倍
に伸びた。就業者数の伸びが鈍った50年以降についても情報処理技術者の伸びは高く,50年から55年の就
業者の伸びが1.06倍であったのに対し,1.62倍と高い伸びを示し,55年には13万人になっている(第1表)。
情報処理技術者に占める大卒者等比率は高く,今後とも大卒者等の就職先として期待されている分野であ
る。 
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2-2   大卒者等の新しい就業分野―情報処理技術者について―
1)   情報処理技術者の学歴構成

情報処理技術者全体の学歴構成については資料がないが,通商産業省が実施している情報処理技術者試験
合格者についてその学歴構成をみると,特種(システムエンジニア相当)では86%,1種(上級プログラマー相
当)では71%が大卒,大学院卒で占められている(第2表)。また労働科学研究所,「ソフトウェア産業におけ
る就業実態調査」によってみても,システムエンジニア(男子)の73%,プログラマー(男子)の69%が大卒,大
学院卒で,大卒者等の比率は著しく高い(第3表)。これはアメリカについても同様で,情報処理技術者に占め
るカレッジ卒業者の割合は高い(第4表)。
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2-2   大卒者等の新しい就業分野―情報処理技術者について―
2)   情報処理技術者の就業の実態

情報処理技術者の産業別就業分野についてみると,45年には製造業(39.8%)がサービス業(25.3%)を上回っ
ていたが,50年では逆転し,サービス業が33.3%,製造業31.5%となっている(第5表)。このような変化は,情
報産業内におけるソフトウェア供給体制の変化に基づくものである。わが国にコンピュータが導入され
た時期は,メーカーや販売会社によって,ソフトウェアはハードウェアの付帯サービスとして提供されてい
た。

その後コンピュータが高性能化し,適用業務が複雑かつ多様化したため,メーカーの無償提供のソフトウェ
アのみでは応じきれなくなり,情報処理サービス業,ソフトウェア業,情報提供サービス業などがソフトウェ
アを生産し提供するような体制となってきた。通商産業省「特定サービス業実態統計調査」によってみ
ると,情報サービス業の事業所は,48年から53年の間に1.5倍,従業者数は1.6倍に増加した。サービス業にお
ける情報処理技術者の増加幅が製造業における情報処理技術者の増加幅を上回ったのには,このようなこ
とが反映している。
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2-2   大卒者等の新しい就業分野―情報処理技術者について―
3)   情報処理技術者を取りまく諸問題
1)   労働環境について

情報処理技術者の業務は過度に緊張した精神作業であることに加えて,残業時間が長いこと,深夜勤務があ
ること,派遣業務が多いことなど,労働環境について問題が多い(第7,8,9表)。このようなことから,情報処理
技術者の健康管理問題が各方面から提起されている。
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2-2   大卒者等の新しい就業分野―情報処理技術者について―
3)   情報処理技術者を取りまく諸問題
2)   中高年問題について

情報処理技術者の年齢構成をみると,約70%が30歳未満(就業者全体における30歳未満の割合は29.3%)で
占められており,圧倒的に若年層の多へ,職業である。こうした若年層が多いという特徴は,アメリカと比較
してもみられる。情報処理技術者についてわが国とアメリカを比較すると,わが国では25～29歳層の割合
が著しく高く,44%(アメリカの場合29.5%)を占めている。一方,アメリカでは35～44歳で23.0%,45～54歳
層でも゜7.4%とわが国の割合を上回っている。このような違いは電子計算機の導入がアメリカの方が早
かつたこともあるが,わが国の場合30歳台後半以降管理職に移行する者が増加するためとみられる(第10
表)。

このような中で高度成長期に大量に入社したシステムエンジニア,プログラマーは中高年層に達しようと
しており,中高年対策が企業や労働組合で論じられるようになってきた。システムエンジニア,プログラ
マーの高齢化は,人件費コストが高くつくことや新しい職業のため昇進ルートが確立されていないことな
どからくる管理職への登用の困難などが大きな問題となっている。

一方,電算機関連労働組合協議会「コンピュータ労働者の実態」により,情報処理産業の労働者について現
在の職種の継続就業希望をみると,35歳までと回答する者が60.6%を占めている。しかし,35～40歳層につ
いてみると,77.0%の者が40歳以上について本継続就業を希望している。仕事が続けられない理由をみる
と,「体力が続かない」が30,3%と最も高いが,「技術的についていけない」とする者は8.8%と低い(第
11,12表)。年齢に伴う体力の低下の問題は,労働条件の改善などにより克服できる面が多いと考えられ
る。システムエンジニアについては,以前の経験が生かされるため高齢化はあまり大きな問題とならない
という見方が強く,急速な技術的変化については再教育,再訓練などを推進することで避けることが可能で
あるとされている。
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2-2   大卒者等の新しい就業分野―情報処理技術者について―
4)   情報処理技術者の今後の見通し

産業構造審議会情報産業部会の予測(1976年)によると,情報処理技術者の需要は1972年度から85年度末ま
でに年率12.0%で増加すると予測されている。OECD「マイクロエレクトロニクスの生産性・雇用への影
響」によれ,ば,わが国の場合,1985年時点で最大(開発技術者年率35%増,利用技術者年率12%増)では79.6
万人,最小(開発技術者年率15%増,利用技術者年率12%増)でも28.2万人と推定されている。情報処理技術
者は1975年では8.3万人(「国勢調査」),1980年では13万人(同)という現状からみて,情報処理技術者の需
要は,今後とも増加することが予想される。

情報処理技術者の補充達成方法を通商産業省「我が国情報処理の現状」(昭和55年3月)によってみると,シ
ステムエンジニアは従来は「社内の能力保有者の起用」により充足していたが,「新卒者の採用」,「経験
者の採用」により充足する傾向が強くなっている。初,中級プログラマーについては,従来から「新卒者の
採用」による充足が最も多く70%を超えている。

情報処理技術者の充足は新卒にたよる傾向が強くなっている中で,近年女子の進出が著しく,20～24歳層で
は21.0%となっている。しかしアメリカの同年齢層(34.9%)に比較して低いことを考えると,今後はソフト
ウェア開発技術の進歩,電算機処理スピードの上昇などにより,女子の労働時間の規制などにともなうハン
ディは解消され,ますます新卒の女子が進出することが予想される。

また,情報処理技術者の不足については新卒のみの補充1にたよるだけでは十分でなく,中高年層の活用を
図ることが重要となり,情報処理技術者の人事,処遇面での改善を,図っていくことが必要となろう。

第1表 情報処理技術者の従業上の地位

第2表 情報処理技術者試験合格者の学歴構成
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第3表 ソフトウェア産業における性および職種別学歴構成
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第4表 アメリカの情報処理技術者の学歴構成
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第5表 情報処理技術者の産業別分布

第6表 情報サービス業の事業所数と従業者数の推移
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第7表 勤務状況に関する問題点

第8表 企業規模別にみた要員派遣状況
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第9表 要員派遣状況

第10表 情報処理技術者の年齢階級別構成比の日米比較
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第11表 情報処理産業に働く人々の継続就業希望について
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第12表 仕事が続けられない理由
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2-3   学歴および職業別就業者増加の要因分解

学歴ごとの職業別就業者の増加数を昭和35～45年,43～49年,49～54年の3期間について,性別に職業構造
要因と学歴構成の.変化による要因とに分解した。

計算方法は次のとおりである。

Lt:t時点の職業別就(有)業者数

Lit:t時点の学歴1の職業別就(有)業者数

Lt/Lit:t時点の職業別就(有)業者に占める学歴iの就(有)業者数

Lit-Lio=(Lt-Lo)・Lo/Lio+Lo・(Lt/Lit-Lo/Lio)+(Lt-Lo)・(Lt/Lit-Lo/Lio)

職業構造要因 学歴構成変化要因 交絡項

(注)1) 35～45年は総理府統計局「国勢調査」による就業者,43～49年および49～54年は同「就業構造基本
調査」による有業者であり,43～49年は沖縄を除く数値による。

2) 在学者,学歴不詳者を除く。

3) サービス職業従事者には保安職業従事者を含み,技能工,生産工程作業者には単純作業者を含む。

4) 男女計は,男子と女子それぞれ別に計算したものを合計したものであり,男女計で計算した結果とは異な
る。

5) 合計には,分類不能の職業を含む。

学歴および職業別就業者増加の要因分解

昭和56年 労働経済の分析



昭和56年 労働経済の分析



昭和56年 労働経済の分析



昭和56年 労働経済の分析



昭和56年 労働経済の分析



昭和56年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和56年 労働経済の分析



  

昭和56年労働経済の分析 参考資料
2-4   従業上の地位別にみた学歴別有業者数

総理府統計局「就業構造基本調査」により,従業上の地位別に有業者の学歴構成をみると以下のとおりで
ある。

第1表 性,年齢および従業上の地位別有業者の学歴構成

昭和56年 労働経済の分析



有業者のうち大卒者等(高専,短大,大学,大学院の卒業者)の占める割合は,昭和43年の10.4%(男子は13.6%)
から54年には18.0%(同21.1%)へと上昇しているが,このような高学歴者の増加は,雇用者だけでなく自営
業主,家族従業者についてもみられる。男子についてみると,雇用者に占める大卒者等の割合は43年の
17.5%から54年には24.5%へ,大卒者等の多い25～34歳層では20.9%から32.1%へと高まっている(第1
表)。

これに対して自営業主,家族従業者も,増加率は雇用者よりも低いものの,大卒者等の割合は5.1%から9.8%
へと高まり,25～34歳層では5.8%から17.6%へと大幅に上昇している。このような傾向は女子についても
みられる。

第2表 性,学歴および従業上の地位別有業者の増減状況
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2-5   学歴別にみた勤労者の職業意識

勤労者の職業意識等を各種調査によって学歴別にみると,以下のとおりである。
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2-5   学歴別にみた勤労者の職業意識
(1)   概 要

労働省「勤労者の職業生活に関する意識調査」 (昭和52年7月)により職業生活満足度(全体としての職業
生活に満足していますか)をみると,大卒者は満足(かなり満足とまあ満足を合わせたもの)とする者が57%,
不満(大いに不満とやや不満を合わせたもの)とする者が33%であり,49年9月(労働者福祉総合調査)に比べ
満足している者が増加し,不満である者が減少している。高卒者についても満足度は高まっているが,その
程度は大卒者の方が大きい。

満足度が上昇している背景としては,仕事に自分の能力が生かされていると思う者,能力や実績が正当に評
価されていると思う者が増加していることなどがあげられよう。しかし,52年において,大卒者のうち仕事
に自分の能力が生かされていないと思う者,能力や実績が正当に評価されていないと思う者も4分の1おり,
また賃金については,不満とする者が依然として満足とする者を上回っている。

今後の昇進の可能性について,大卒者はあると思う者が37%で高卒者よりも多いものの,49年に比べ減少し
ている。生きがいについては,仕事をあげる者がC%で最も多いが,46年12月(勤労者生活意識調査)の55%
に比べ減少し,家庭をあげる者が増加している。

つぎに,総理府広報室「勤労意識,心身障害者の就業に関する世論調査」(55年9月)により現在の仕事の満
足度をみると,満足(満足,まあ満足)とする者が53年3月調査よりも増加しており,職業生活満足度は引き続
き高まっているとみられる。

このように,大卒者は賃金には不満を持ち,昇進の可能性が低下しているものの,職業生活全体については満
足度が上昇し,仕事中心に考えるが家庭を大切にする者も増加している。大卒者が増加し就業分野に広が
りがみられる中で,こうした意識調査からみるかぎり,大卒者は産業社会の指導層というよりは,高卒者とと
もに多数を占める標準的な労働者として満足するようになってきたといえよう。
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2-5   学歴別にみた勤労者の職業意識
(2)   勤労者の職業生活に関する意識調査(労働省)

52年7月に規模10人以上の事業所の労働者を対象に行ったものである。なお,49年9月には「労働者福祉総
合調査」(事業所規模10人以上),46年12月には「勤労者生活意識調査」(事業所規模30人以上)として行わ
れている。

第1表 職業生活満足度

第2表 仕事と能力
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第3表 能力,実績の評価

第4表 賃金の満足度

第5表 昇進の可能性

第6表 生きがい
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2-5   学歴別にみた勤労者の職業意識
(3)   勤労意識・心身障害者の就業に関する世論調査(総理府広報室)

55年9月に20歳以上の有職者に対して行った調査であり,53年3月,49年,9月には「勤労意識に関する世論
調査」として行われている。

第7表 現在の仕事の満足度

第8表 不満の内容
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2-5   学歴別にみた勤労者の職業意識
(4)   日本人の国民性調査(統計数理研究所)

統計数理研究所が28年以降5年毎に行っている調査である。

第9表 人のくらし方

第10表 社会に満足か
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2-5   学歴別にみた勤労者の職業意識
(5)   新入社員の働くことの意識調査(日本生産性本部,日本経済青年協議会)

新入社員教育研修のため,国立オリンピック記念青少年総合センターに入所した新入社員を対象に,毎年3
～4月に行われている調査である。

(注)大卒計,高卒計の数値がない年については,大卒は法文系と理工系卒の数値を,高卒は普通高校,工業高
校,商業高校,農業高校卒の数値を加重平均した。また,大卒には大学院卒を含まない。

第11表 働く目的

第12表 働く態度
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第13表 昇進の希望と可能性

第14表 経済と生活
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2-6   産業別等にみた学歴別離職率,転職入職率(男子)の推計

「雇用動向調査」の学歴別の男子離職者数,転職入職者数を,学歴別の常用労働者数で除して離職率,転職入
職率を推計した。ただし,「雇用動向調査」では学歴別の常用労働者数は得られないので,「賃金構造基本
統計調査」の労働者の学歴別構成比をもとに推計したものを用いた。

離職率(転職い職率)=1～12月の離職者数(転職入職者数)/1月1日現在の常用労働者数X100

なお,次のような点に留意する必要がある。

1)学歴別の常用労働者数の推計に当たっては,「雇用動向調査」と「賃金構造基本統計調査」とで産
業,規模は同一になるように合わせたが,「賃金構造基本統計調査」の5～9人規模は3年に1度の調査
であるので,その間は補間推計した。また,51年以降「賃金構造基本統計調査」は,官公営については
公労法または地公労法の適用事業所に限られたこと,5～9人規模は民営の単独事業所のみを対象とし
ており,両調査の間に若干の差異があるので,この推計結果についてはある程度の幅をもってみる必
要がある。なお,サービス業については除外した。 

2)離・転職率は,一般に年齢が低いほど高く,また学歴水準が低いほど高いという傾向があるが,学歴
別の離・転職率をみるに当たっては,例えば中卒者の場合,離・転職率の高い若年層が減少している
こと,また短大卒者には,定年年齢に達するような旧高専卒者が比較的多く含まれることなど,労働者
構成の違いにも留意する必要がある。 

産業別等にみた男子離職率,転職入職率の推計

昭和56年 労働経済の分析
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2-7   雇用動向調査による学歴別転職者の特別集計

産業,職業別等にみた学歴別男子転職者の構造を把握するため,昭和55年の「雇用動向調査」の特別集計を
行った。なお,対象となるのは,前職が服用者であって調査時に在籍していた者であり,常用労働者4人以下
の事業所,農林水産業,建設業,教育,公務は調査対象から除外されている。

(参考)51年以前については,労働省統計情報部「労働力関係情報」(53年3月),「労働統計調査月報」(52年
11月号,「学歴別にみた転職構造の分析」)参照。

第1表 学歴および年齢階級別男子転職者数

第2表 前職職業,現職職業,学歴および年齢別男子転職者数
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第3表 前職産業,現職産業,学歴および年齢別男子転職者数
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第4表 前職規模,現職規模,学歴および年齢別男子転職者数
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第5表 学歴および年齢別男子転職者の賃金変動状況
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2-8   雇用動向調査によるUターン労働者の特別集計

Uターン労働者の動向を把握するため,昭和46年から52年までについて「雇用動向調査」をもとに特別集
計が行われている(ただし,新規学卒Uターン者については47,49,52年のみ)。今回はその後の53～55年につ
いて同様の特別集計を行った。

なお,ここでいうUターン労働者は,次のように定義している。
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2-8   雇用動向調査によるUターン労働者の特別集計
1)   Uターン労働者

1)出身県が3大都市圏(南関東4都県,東海4県,京阪神3府県)以外の地域で,かつ出身県の事業所に入職
した者 

2)現在の事業所に入職する前は,3大都市圏の事業所に雇用者として就職していた者 
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2-8   雇用動向調査によるUターン労働者の特別集計
2)   新規学卒Uターン者

1)出身県が3大都市圏以外の地域で,かつ出身県の事業所に入職した者 

2)3大都市圏に所在する短大・大学等をその年に卒業し,現在の事業所に入職する前は未就業であっ
た者 

なお,「雇用動向調査」の調査対象から,常用労働者4人以下の事業所,農林水産業,建設業,教育,公務は除か
れていることに留意する必要がある。

(参考)労働省統計情報部「労働力関係情報―労働力流動の状況」(50年1月),「労働統計調査月報」(49年9
月号「雇用労働力の地域間移動について」,54年7月号「最近の雇用労働力の移動状況について」),「昭和
51年労働経済の分析」参考貿料6(「雇用動向調査」の特別集計について)

第1表 性および学歴別Uターン労働者数の推移

第2表 性,学歴および年齢別Uターン労働者数
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第3表 前職産業,現職産業および学歴別男子Uターン労働者数
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第4表 前職職業,現職職業および学歴別男子Uターン労働者数
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第5表 前職規模,現職規模および学歴別男子Uターン労働者数
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第6表 性,学歴および賃金変動区分別Uターン労働者数
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第7表 性,入職前および入職後の地域別Uターン労働者数

第8表 性別新規学卒Uターン者数の推移
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第9表 性および産業別新規学卒Uターン者数

第10表 性および職業別新規学卒Uターン者数
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第11表 性および企業規模別新規学卒Uターン者数

第12表 性および地域別新規学卒Uターン者数

なお,Uターンの理由をみると,次のとおりである。

昭和56年 労働経済の分析



第13表 帰県の理由

第14表 大卒予定者のUターン希望理由
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2-9   コーホートによる都道府県および学歴別人口の変化

都道府県および学歴別にみて,昭和45年に25～29歳層であった男子が,10年後の55年(35～39歳となる)に
どのように変化したかを総理府統計局「国勢調査」によってみると,別表のとおりである。

これによると,東京で大幅に減少しているほか,大阪,兵庫,愛知,京都の大都市圏で減少し,北海道,和歌山で微
減となっているが,その他の県では増加している。このような変化の背景としては,次のようなことが考え
られる。

1)東京,大阪などの大都市から大都市周辺に転居した者が多いことであり,千葉,埼玉,奈良,滋賀の各県
では大幅に増加している。 

2)地方出身で大都市で就業していた者が出身県に帰るというUターンがみられることであり,南九州,
山陰,四国,北関東,東北などの各県の増加率はかなり高くなっている。 

コーホートによる都道府県および学歴別人口の変化

昭和56年 労働経済の分析
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2-10   産業,規模別学歴間賃金格差の変化とその要因分解

大卒者の所定内給与を100とした高卒者の賃金格差は縮小傾向にあるが,規模別にみても各規模で縮小し
ている(第1表)。また,産業別にみても各産業で縮小している(第2表)。

学歴間賃金格差の変化を,規模別学歴間賃金格差の変化,高卒者の規模別労働者構成の変化,大卒者の規模別
労働者構成の変化,大卒者の規模間賃金格差の変化による効果に要因分解すると,規模別学歴間賃金格差の
変化効果が大部分を占める。すなわち,学歴間賃金格差の縮小は,各規模で格差が縮小したことによるとい
える(第3表)。

また,学歴間賃金格差を産業ごとに要因分解しても,産業別学歴間賃金格差の変化効果が大部分を占めてお
り,学歴間賃金格差の縮小は,各産業で格差が縮小したことによるといえる。

第1表 規模別学歴間賃金格差の変化
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第2表 産業別学歴間賃金格差の変化

昭和56年 労働経済の分析



昭和56年 労働経済の分析



第3表 学歴間賃金格差の変化の要因分解
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2-11   産業,規模,学歴別賃金の年齢,勤続年数別評価

「賃金構造基本統計調査」(昭和55年)による産業,規模,学歴別所定内給与を,年齢,勤続年数で説明する回帰
式を推計した(「昭和55年労働経済の分析,参考資料3-2男女別賃金の年齢,勤続年数別評価」を参照)。推計
式は次のとおりである。

W=aX+bX2+cY+d

W:所定内給与,X:年齢,Y:勤続年数

推計は年齢,勤続年数別給与額の表を用いた。推計に用いた年齢,勤続年数は下表によった。

(年 齢)

(勤続年数)
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第1表 推計結果
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第2表 標準労働者の賃金の年齢,勤続年数別評価
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第1図 標準労働者と中途採用者の年齢別賃金
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2-12   産業別生涯賃金と大学教育の収益率

本文第141ページ,付属統計表第2-35表,本文第2-2表では製造業での生涯賃金と大学教育の収益率を宗し
た。ここでは,卸売・小売業,金融・保険業,運輸・通信業,サービス業について同様の計算を行った。

これらの産業について生涯賃金の学歴間格差の変化をみると,響造業と同様に縮小傾向にある。また,大学
教育の収益率も各産業で低下しそいる。

第1表 産業・規模別生涯賃金の推移

昭和56年 労働経済の分析



第2表 産業・規模別生涯賃金の学歴間格差の推移
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第3表 産業・規模別にみた大学教育の収益率
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3-1   職業別就業構造の国際比較

職業別就業構造については,各国の職業分類の内容に相違があること等から厳密な国際比較は困難である
が,こうした制約を念頭におきつつ第3次産業関連職業を中心として日本,アメリカ,西ドイツにおける職業
別就業者の動向を概観する。
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3-1   職業別就業構造の国際比較
1   産業別にみた職業構造

(1)第3次産業の職業構成は,第3次産業が多様な産業,業種を含んでいることを反映して,第1次および
第2次産業に比べきわめて多様である。

第1次産業就業者のほとんどが農林漁業関係職業従事者であり,第2次産業就業者の大半が生産・運輸
関係職業従事者であるのに対し,第3次産業就業者は事務,専門的・技術的職業から生産・運輸関係職
業まで多様な職業に従事している。

ただ第3次産業における各職業の割合には国により差がみられる。わが国が事務および販売従事者
を中心とした構成となっているのに対し,アメリカ,西ドイツでは事務従事者,専門的・技術的職業従
事者,サービス職業従事者が高い割合となっている(第1表)。 

(2)さらにわが国とアメリカについて第3次産業内の各産業における職業構成を比較すると,1)卸売・
小売業においてはわが国で販売従事者が半数を占めているのに対し,アメリカでは管理,事務,販売,
サービス職業等に広く分布した形となっていること,2)サービス業においては両国とも専門的・技術
的職業従事者が4割弱とかなりの割合を占めていること等の特徴がみられる(第2表)。 

第1表 産業別(3部門)職業構造
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第2表 産業別職業構造
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3-1   職業別就業構造の国際比較
2   職業別就業者の動向

(1)職業を第3次産業関連職業と第1次および第2次産業関連職業に分けて最近10年間の就業者の動き
をみると,各国とも1970年代前後半を通じて第3次産業関連職業の伸びが他の職業の伸びを上回って
おり,とくにわが国ではその差が大きい。このため,わが国の第3次産業関連職業従事者の割合はアメ
リカに比べればなおかなりの差があるものの,この10年間に10ポイントとアメリカ,西ドイツの2～3
倍の上昇を示している。 

(2)このように高い伸びを示す第3次産業関連職業従事者のうちでも,専門的・技術的職業従事者が各
国ともとくに顕著な増加を示している。一方,運輸・通信従事者は各国とも低い伸びないし減少と
なっている。このような各職業の動向の違いを反映して,第3次産業関連職業内の職業構成の変化に
ははっきりとした傾向が読みとれる。すなわち,1)専門的・技術的職業従事者の割合が各国とも一貫
して上昇していること,2)逆に運輸・通信従事者の割合は一貫して低下していること,3)事務,販売従
事者,保安職業従事者,サービス職業従事者については70年代を通じて一貫した傾向はみられないも
のの,70年代初めに比べ80年にはその割合は横ばいないし低下していること等の特徴がみられる。 

(3)高い伸びを示している専門的・技術的職業従事者の中では,保健医療従事者が各国とも70年代前
後半を通じて安定した伸びを示しており,日本とアメリカについてはその他の専門的・技術的職業従
事者の伸びも高い。職業別構成比の推移をみても各国で保健医療従事者の割合が,また,日本および
アメリカでその他の専門的・技術的職業従事者の割合が上昇傾向にある(第3,4表)。 

第3表 職業別就業者の動向
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第4-1表 第3次産業関連職業比率の推移
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第4-2表 第3次産業関連職業における職業別構成の推移

第4-3表 専門的・技術的職業における職業別構成の推移
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3-1   職業別就業構造の国際比較
3   従業上の地位別にみた職業構造

従業上の地位という面からみると,わが国の職業構造はアメリカ,西ドイツに比べかなり異なった特徴をも
つている。1)まず第1に卸売・小売業,サービス業における雇用者比率の低さを反映して,わが国ではアメ
リカ,西ドイツと比べ販売,サービス職業従事者に占める雇用者の割合が低く自営業主,家族従業者の割合が
高い。ただ販売従事者については西ドイツの自営業主の割合はわが国とほぼ同じである。2)第2にわが国
の雇用者比率が低いという特徴は,第3次産業関連職業従事者以外の農林漁業,生産・運輸関係職業従事者
についてもみられ,また,程度は小さいものの専門的・技術的職業従事者の雇用者比率もアメリカ,西ドイツ
を下回っている。3)第3にこれらの職業とは逆に,管理的職業従事者についてはむしろわが国の雇用者比率
がアメリカ,西ドイツのそれを上回っており自営業主の割合は低い(第5表)。

第5表 従業上の地位別職業構造

昭和56年 労働経済の分析
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3-1   職業別就業構造の国際比較
4   性別にみた職業構造

各職業における女子比率の動向をみると,1)専門的・技術的職業従事者,管理的職業従事者,事務従事者では
各国とも女子比率が上昇しており,専門的・技術的職業従事者ではわが国が,管理的職業従事者ではアメリ
カの上昇幅が最も大きい。2)逆にサービス職業従事者では,わが国とアメリカで女子比率が低下しており,
西ドイツでもわずかな上昇にとどまっている。3)販売従事者の女子比率はアメリカ,西ドイツにおいて上
昇しているが,わが国ではむしろ低下している。

1980年における各職業の女子比率を比較すると,管理,事務,サービス職業従事者ではアメリカの女子比率
が高く,わが国は西ドイツと比べても低い。また,販売従事者についてもわが国の女子比率は低い(第6表)。

第6表 職業別女子比率の推移
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3-2   第3次産業就業者増加の要因分解

第3次産業就業者の増加を第3次産業の生産比率,労働生産性格差,第2次産業就業者それぞれの変化に要因
分解した。

計算方法は次のとおりである。

LT=QT/QS×PS/PT×LS

∴LT=(QT/QS)+(PS/PT)+LS

LT:第3次産業就業者数

LS:第2次産業就業者数

QT:第3次産業実質国内総生産

QS:第2次産業実質国内総生産

PT:第3次産業実質付加価値生産性

PS:第2次産業実質付加価値生産性
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3-3   第3次産業における標準労働者と中途採用者の賃金格差

第3次産業における産業,業種別に標準労働者,中途採用者の割合を中年層(45～54歳層)についてみると・
電気・ガス・水道・熱供給業,金融・保険業,各種商品小売業など一部の産業,業種を除いて製造業よりも標
準労働者の割合が小さく,中途採用者の割合が多くなっている。

また,標準労働者および中途採用者の賃金水準をみると,第3次産業においては中途採用者の賃金水準が製
造業を上回る産業,業種が多いが,両者の賃金格差をみるとかなりの産業,業種で製造業の格差を下回ってい
る。

なお,標準労働者と中途採用者の賃金の比較に当たっては,年齢別労働者構成が影響するため,1)各産業標準
労働者の年齢別構成で中途採用者賃金を調整した場合,2)製造業標準労働者の労働者構成で各産業の標準
労働者,中途採用者の賃金を調整した場合,を計算して行った。

計算方法

1) 各産業標準労働者の年齢別構成で中途採用者賃金を調整した場合(Wは標準労働者平均賃金)

W＾=ΣiWiLi/ΣiLi,ω＾=ΣiωiLi/ΣiLi

2) 製造業標準労働者の年齢別構成で各産業中途採用者,標準労働者の賃金を調整した場合

W＾=ΣiWiLFi/ΣiLFi,ω＾=ΣiωiLFi/ΣiLFi

Li:各産業年齢別標準労働者数,LFi:製造業年齢別標準労働者数

Wi:各産業年齢別標準労働者賃金,W＾:調整済標準労働者平均賃金

ωi:各産業年齢別中途採用者賃金,ω＾:調整済中途採用者平均賃金

資料出所 労働省「賃金構造基本統計調査」

第1表 標準労働者と中途採用者の賃金格差(昭和56年所定内給与)
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3-4   小売業,サービス業の業種別にみた年齢間賃金格差

小売業,サービス業の業種別にみた年齢間賃金格差(20～24歳層の賃金=100)を掲げると次のとおりであ
る。勤続年数別構成調整後の賃金格差は各年齢階級における勤続年数別労働者構成を製造業に合わせて
調整した賃金によるものである。

計算方法

勤続年数別労働者構成の調整は次式による。

W＾i=ΣjWijLij/ΣjLij

W＾i:各年齢階級の調整済賃金

Wij:各年齢階級,勤続年数別賃金

Lij:製造業の各年齢階級,勤続年数別労働者数

資料出所 労働省「賃金構造基本統計調査」

第1表 小売業,サービス業の業種別にみた年齢間賃金格差
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3-5   業種別にみた日本,アメリカの小売業,サービス業の状況

日本およびアメリカにおける小売業,サービス業について,雇用者数,賃金等の業種別データを参考のため掲
げる。

第1表 小売業の業種別状況

昭和56年 労働経済の分析



昭和56年 労働経済の分析



昭和56年 労働経済の分析



第2表 サービス業の業種別状況
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3-6   小売業,サービス業業種別名目,実質労働生産性上昇率および価格上昇率

小売業およびサービス業の業種別の名目労働生産性上昇率(1人当たり売上高増加率)を,実質労働生産性上
昇率および価格上昇率に分解するとともに,各業種の1人当たり売上総利益増加率,雇用者1人当たり人件費
増加率をみた。

なお,価格上昇率は,次のような品目別の消費者物価指数によった。

〈小売業〉

織物・衣服・身の回り品小売業………………被服及び履き物(被服関連サービスを除く),寝具類,かば
ん類,その他の身の回り品

飲食料品小売業…………………………………食料(外食を除く)

自動車・自転車小売業…………………………乗用車,自転車

家具,建具,じゅう器小売業…………………………家具・家事用品(寝具類を除く)

飲食店…………………………外食

〈サービス業〉

旅館その他の宿泊所…………………………宿泊料

洗たく業…………………………せんたく代(水洗い),せんたく代(ドライ)

理容業…………………………理髪料

美容業…………………………パーマネント代,ヘアカット代

公衆浴場業…………………………入浴料

第1表 労働生産性および価格上昇率
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第2表 1人当たり売上総利益および雇用者1人当たり人件費増加率
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3-7   製造業,小売業,サービス業の売上高に占めるコスト構成の推移および価
格上昇に対する寄与度

製造業,小売業,サービス業の売上高に占める売上原価,販売費・一般管理費(人件費),営業利益といつた各コ
ストの構成比の推移をみるとともに,これらの産業における価格上昇率に対する寄与度を試算した。

第1表 製造業,小売業,サービス業の売上高におけるコスト構成の推移

第2表 製造業,小売業,サービス業における価格上昇率に対する要因別寄与度
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